













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ペ ー ジ を 参 照。（http://www.mext.go.jp/b_
menu/shingi/old_chukyo/old_chukyo_index/
toushin/attach/1309755.htm（2014年10月30日
閲覧））。
注2　　英語教育については、日本企業の活動拠点が
欧米からアジア、ラテンアメリカ諸国の新興国
に移ってきていることに伴って、カタコトでも
コミュニケーションが取れる英会話力の習得を
重視する傾向が強くなってきている。欧州では、
必要に応じて、必要な時に、必要な言語を複数
習得するプルリリンガル（Plurilingual）の考え
方が強い。今後の日本経済を考えると、多極化
する世界経済に応じてビジネスチャンスも多極
化するため、英語を共通語としつつ、現地の様々
な言語を習得する能力が求められる。その意味
では、ネイティブのように流暢に英語を話すこ
とができなくても、様々な人種の人達と英語で
コミュニケーションが取れることがまず第1に
重要となる。この点については、拙稿、松本大
学COC連絡会議（2014年）第4章を参照のこと。
注3　　エラスムスは15 ～ 16世紀に欧州各地を旅を
し、当時の知識人と交流があったオランダの人
文主義者で、ムンドゥスは“世界”を意味するラ
テン語である。
注4　　ここ数年、徐々に学長の権限強化が図られて
生きているが、これは、急激に変化する国際社
会や高等教育を取り巻く環境の変化に素早く対
応するために、学長の決断を素早く実行させる
ための環境整備であると考えられる。
注5　　この“Unistats”は2007年に英国内の全大学対
象に開始され、その運営は大学への財政配分
を行う公的な団体（HigherEducationFunding
Council forEngland：HEFCE）と大学入学手
続きを行う団体（UniversitiesandColleges
AdmissionsService:UCAS）が行っている。
注6　　この“CollegeNavigetor”では、大学の概要
や教員数、授業料等の卒業までにかかる経費、
在校生の構成、学位授与状況等の基礎データ、
第三者評価の結果等が公表されており、全米の
大学の比較可能性を確保している。
注7　　“ダブル・ディグリー”と“ジョイント・ディ
グリー”の定義については各国で統一した定義
があるわけではない。そこで、わが国の文部科
学省は、両者を授与するプログラムについての
定義を次のように示している。まず、“ダブル・
ディグリー・プログラム”は「我が国と外国の大
学が、教育課程の実施や単位互換等について協
議し、双方の大学がそれぞれ学位を授与するプ
ログラム」。また、“ジョイント・ディグリー・
プログラム”は、「我が国と外国の大学が、教育
課程を共同で編成・実施し、単位互換を活用す
ることにより、双方の大学がそれぞれ学位を授
与するプログラム（我が国と外国の大学が、共
同で教育課程を編成・実施する場合に、単一の
学位記を授与することは、我が国の法令上認め
られていない）。その際、学位記は各関係大学
が授与するが、そのほかに、共同で編成された
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教育課程を修了したことを示すサティフィケー
ト（証明書）を発行することが想定される。なお、
これには、国内大学の共同実施制度（国公私を
通じ、複数の大学が相互に教育研究資源を有効
に活用しつつ、共同で教育課程を編成し、共同
で1つの学位を授与するもの）は含まない」（中央
教育審議会大学分科会大学教育の検討に関する
作業部会大学グローバル化検討ワーキンググ
ループ『我が国の大学と外国の大学間における
ダブル・ディグリー等、組織的・継続的な教
育連携関係の構築に関するガイドライン（平成
22年5月10日）』（文部科学省ＨＰ（http://www.
mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/
houkoku/1294338.htm（2014年11月1日閲覧）））
参照。
注8　　複数の大学が連携して授与する一つの学位
注9　　糸井（2006年）52ページ参照。
注10　 松本大学・松本大学松商短期大学部周年事業
実行委員会（2013年）の第7章を参照。
注11　 他方でＩＴ化の進展は、利益至上主義的な資
本主義の在り方を是正しようとする人達にとっ
ても、その価値観を広めることに貢献している。
注12　 LesterC.Thurow（2003）（上義一訳（2004
年））を参照。グローバル化については、無秩序
なグローバル化と、人々が作り上げるグローバ
ル化でその方向が異なると考えられており、単
純に言えば、前者の場合は経済格差の拡大、後
者の場合には世界の人々がグローバル化（自由
貿易）の恩恵を受けるとされる。
注13　 糸井（2014 ｂ）を参照。
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